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はじめに

○ 我が国は、これまで、生産・サービスの現場の人材の優れた技術力・実践知を強みに、経

済の高度成長を成し遂げてきたと言われる。この「現場の力」は、我が国企業等の強みとし

5 て、今日もなお、重要な意味を持つ。今後、国際競争の激化と産業構造の転換、人口減少

社会の到来など時代が変化する中で、我が国産業が、より高い付加価値を生み出し、世界と

競争しつつ、成長・発展を持続していくためには、創造力と実践力の豊かな専門人材を育

て、その力を最大限に引き出していくことが不可欠である。

同時に、変革のスピードが早い時代にあって、個々の職業人は、常にその能力を鍛え直し

10 ていかなければならない。変化に主体的に対応できる、質の高い専門職業人の養成を強化

するため、新たな仕組みが求められるようになっている。

○ 中央教育審議会は、平成２７年４月、文部科学大臣より、「個人の能力と可能性を開花さ

せ、全員参加による課題解決を実現するための教育の多様化と質保証の在り方について」

15 の諮問を受け、第一に「社会・経済の変化に伴う人材需要に即応した質の高い職業人の育

成について」、第二に「生涯を通じた学びによる可能性の拡大、自己実現及び社会貢献・地

域課題解決に向けた環境整備について」の審議を要請された。このうち第二の審議事項に

ついては、生涯学習分科会において、検定試験などの質確保とそれらの学習成果の活用等

の観点から審議を進めることとされたが、第一の審議事項については、その中心的な検討課

20 題として、実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化に向けた検討を求められ

ている。本特別部会は、当該検討課題に関し専門的な調査審議を行うため、総会直属の部

会として設置されたものである。

○ 新たな高等教育機関については、これまでも、平成２３年１月の中央教育審議会答申（『今

25 後の学校教育におけるキャリア教育・職業教育の在り方について』）において、「職業実践的

な教育に特化した新たな枠組み」の整備に関する提言がなされているほか、政府の教育再

生実行会議「第５次提言」（平成２６年７月）及び「第６次提言」（平成２７年３月）においても、

人材需要に即応した質の高い職業人育成と社会人の学び直しの機会の充実、地域経済の

活性化や地域課題の解決に向けた職業人育成等の観点から、新たな高等教育機関を制度

30 化すべき旨が提言されている。さらに、これらを受け、平成２６年１０月以降、文部科学省の

「実践的な職業教育を行う新たな高等教育機関の制度化に関する有識者会議」による検討

が行われ、平成２７年３月には、その基本的な方向性等の論点をまとめた「審議のまとめ」が

公表されている。

35 ○ 本特別部会においては、これらの提言等を踏まえつつ、平成２７年５月以降、 回にわ

たる審議を行い、新たな機関の制度化に関する考え方や具体的な制度設計に関する検討

を重ねてきたが、このたび、その審議経過をとりまとめ、これを公表するとともに、中央教育審

議会総会へ報告することとしたものである。

40 ○ 今後、広く関係者から本報告に対する御意見をいただくとともに、それらを踏まえ、さらに

審議を進め、答申案のとりまとめを目指すこととしたい。



*1 ニューヨーク市立大学のキャシー・デビッドソン教授は、「２０１１年に米国の小学校に入学した子供達の６５％は、大学卒業後、

今は存在していない職業に就くだろう」と予測している。

*2 オックスフォード大学マイケル・Ａ・オズボーン准教授は、「今後１０年から２０年程度で、約４７％の仕事が自動化される可能性

が高い」と予測している。

*3 産業構造審議会新産業構造部会（平成２８年１月１５日）では、モノのインターネット（ＩｏＴ）や人工知能（ＡＩ）、ロボット等の出

現がもたらす第４次産業革命において増加していく「ミドルスキルの仕事（ボリュームゾーン）」の例として、①ＩｏＴを活用したビジ

ネスの企画立案、②データ・サイエンティスト等のハイスキルの仕事のサポート業務、③個人のセンスやアイデアを活かしたマス

カスタマイゼーション、④ヒューマン・インタラクションを挙げている。
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第Ⅰ章 ２１世紀を生きる職業人を取り巻く状況と今後の職業人材養成

１．産業・職業と職業人の状況

5 （１）産業・職業の状況

① 世界的な状況

○ 「知識基盤社会」の時代を迎えた２１世紀の経済社会においては、グローバル化の進展と

ともに、知識・技術は日進月歩の進化を遂げ、産業の高度化が進んでいる。イノベーションの

10 波も押し寄せる中、産業構造の転換のスピードはますます早くなり、各企業等は、より流動的

で先行き不透明な状況の中での競争に面している。

○ 新しい産業・職業が次々と生まれる一方、今ある職業の多くが、近い将来、新たな職業に

入れ替わっていくことも想定しなければならなくなっている
*1
。多くの仕事が機械やコンピュー

15 タに置き換えられ、「人が担う仕事」の領域も変容していくと予測されており
*2
、人が担う業務

は、より人間的なコミュニケーションを伴う業務等へと移行する
*3
とともに、「経済のサービス化

・ソフト化」がより一層進展していくことも予想される。

② 我が国の状況

20 ○ 我が国の産業・職業をめぐる現状に目を転じれば、世界に類を見ない早さで少子・高齢化

が進行しており、生産年齢人口は、今後減少していくことが確実となっている。とりわけ、地方

においては、若年世代の流出と東京圏への一極集中により、地域経済の縮小や深刻な人手

不足が、既に現実化している。

25 同時に、様々な産業は世界の市場と直接つながり、グローバル化への対応は、都市・地方

の別を問わず、多くの企業にとっての喫緊の課題となっている。

○ 企業等においては、経済状況等の変化を背景に、新卒一括採用・終身雇用に代表される

日本型の雇用慣行にも変容が生じており、企業内における教育訓練の機会も中長期的に減

30 少傾向にある。我が国の企業等は、従来、実践的な職業知識・技能の育成は主として企業

等の役割と考え、学校教育に対しては、大学等の入学段階における選抜機能を背景に、基

礎的な素質を持った学生等を送り出す役割により多くを期待し、大学等で何を学んだかはあ

まり重視しない傾向が強かったが、そうした考え方にも変化が現れてきていると言われる。

35 ○ 就業者の状況としては、企業の従業者数の約７割は中小企業従業者が占めており、また、

産業別では、戦後一貫して、第３次産業就業者の割合が増え、現在は約７割に至っている。

今後の人材需要増が見込まれるのは、専門的・技術的職業従事者、サービス職業従事者



*1 ２０１０年から２０３０年における職種別増加数の推計値（経済産業省委託 平成25年度総合調査研究「産業競争力の強化に
関する我が国の教育、人材育成システムの在り方に関する調査研究」）。

*2 例えば、政府の「日本再興戦略」（平成２５年６月１４日閣議決定）では、「戦略市場創造プラン」の４つのテーマとして、「国民

の『健康寿命』の延伸」（雇用規模 現在：７３万人、２０２０年：１６０万人、２０３０年：２２３万人）、「クリーンかつ経済的なエネル

ギー供給の実現」（雇用規模 現在：５５万人、２０２０年：１６８万人、２０３０年：２１０万人）、「安全・便利で経済的な次世代イン

フラの構築」（雇用規模 現在：６万人、２０２０年：７５万人、２０３０年：１９０万人）、「世界を惹きつける地域資源で稼ぐ地域社会

の実現」（雇用規模 【農業】１０年後に４０代以下の農業従業者を約２０万人から４０万人に拡大 【観光】訪日外国人の旅行

消費がもたらす雇用効果 ２０１０年：２５万人、２０３０年：８３万人）を掲げ、各テーマごとの「戦略分野」を明示している。
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等であって、その他の職種は総じて減少が予想されており
*1
、１つの企業の中で職務内容を

限定されずに働くメンバーシップ型の雇用から、職種の専門性に基づくジョブ型雇用（専門

性を活かして企業横断的にキャリアアップを行うなどの働き方）へのシフトが進んでいくことも

予想される。

5
（２）職業人の状況

○ 産業の高度化・複雑化に伴い、職業人に求められる能力も高度化・多様化している。個々

の職業人にあっては、自己の従事する職業における専門性の高度化とともに、複雑・困難な

10 課題に対応できる実践力の強化を求められる状況にある。

○ 産業構造の変化や職業の盛衰のスピードが増し、雇用も流動化する中にあって、一人の

職業人が、生涯にわたる職業生活の中で、キャリア・アップやキャリア変更を求められる場面

もより多くなっていくと想定される。

15
２．今後の職業人材養成の在り方

○ 以上の状況に鑑み、我が国の経済が今後ともその競争力を維持し、向上させていくため

には、成長分野等への人材シフトを円滑に進めるとともに
*2
、個々の職業人の労働生産性を

20 高め、事業の現場においても、商品・サービスの質向上、グローバル化への対応など、様々

な変化への対応等を推進していくことが不可欠である。

○ これからの職業人材養成においては、こうした要請を踏まえ、成長分野等で求められる人

材に必要な能力の育成に迅速に対応していくとともに、とりわけ、変化への対応を求められる

25 中で事業の現場の中核を担い、現場レベルの改善や革新（イノベーション）を牽引していけ

る人材の養成強化を図ることが課題となる。こうした人材が、事業活動の最前線に立ち、新規

事業への進出や事業の海外展開等に際しても、中核的な役割を果たしていくようになること

が期待される。

30 ○ 今後の学校における職業教育は、このような観点から、現在の職業の中での専門性を高

めるとともに、将来の変化を見据えたより幅広い力を育てるという、両面の要請に応えた人材

育成を強化していく必要がある。すなわち、座学や理論の教育のみにとどまらず、産業界等

と連携して、①専門分野における高度で実践的な専門性を身に付けると同時に、②専門の

中で閉じることなく、変化に対応する能力や、生涯にわたり学び続けるための力（基礎的･汎

35 用的能力や教養等）を備えた人材の層を厚くしていくことが求められており、その両面に対応



*1 政府の「『日本再興戦略』改定２０１５」（平成２６年６月３０日閣議決定）においても、「外国人材の活用」が、主要な政策課題の

１つに位置付けられている。
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できるより工夫された教育の仕組みが必要となっている。

しかも、そうした教育機会が、入職前の若者や現職の職業人をはじめ働く人々の様々なラ

イフステージに応じて、適切に提供されるようにすることが重要となっている。

5 ○ なお、近年においては、国境を越えた人材の流動化が進み、我が国の経済成長を期す上

でも、外国人専門人材の活用の促進が課題となっている
*1
。同時に、高等教育のグローバル

化が急速に進展し、優秀な学生の確保をめぐり、各国の高等教育機関の間の競争が激化し

ている。

このような中、我が国の高等教育の国際競争力を高めるととともに、優秀な外国人専門人

10 材の確保に資するためにも、上のような観点から職業人材養成の強化を図ることが、ますま

す重要となるものと考えられる。



*1 平成１８～２７年度に新設された大学・短期大学の８割近くが、専門資格職養成のための学部・学科を主体としている。
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第Ⅱ章 高等教育における職業人養成の現状と課題

１. 高等教育における職業教育の現状

5 （１）制度の現状

○ 我が国の高等教育は、現在、大学・短期大学、高等専門学校及び専門学校の各高等教

育機関が担い、これら高等教育機関へ進学する者の割合は、全体で約８割に達している。

多くの若者にとって、高等教育は、社会に出る直前の最後の教育段階となっており、この段

階で、学校から社会・職業への移行を見据えた職業教育・キャリア教育の機会を適切に与え

10 ていくことが、より一層重要となっている。

○ 各高等教育機関は、こうした中にあって、次のようにそれぞれの特性を活かしつつ、社会

で必要とされる様々な領域の職業人養成を推進してきた。これら各機関の職業教育機能の

充実が今後とも重要な課題であることについては、論を俟たない。
ま

15 【大学・短期大学】

・ 我が国の学校制度において、大学教育は、幅広い教養の教育と、学術研究の成果

に基づく専門教育により行うものとされ、職業人養成もその中で行われている。

20 － 大学では、従前より、企業等でジェネラリストとして指導的役割を期待される人

材や、最新の科学等の学問に基盤を置く技術・専門能力の担い手となる人材の

養成において、中心的な役割を果たしてきており、引き続き、その機能に対する

期待が大きい。

25 － 短期大学における職業教育も、教養教育の基礎に立ち、理論的背景を持った

分析的・批判的見地からのものとして行われるという特徴があり、特に、地域産業

の担い手となる職業人材の養成等に貢献している。

【高等専門学校】

30 ・ 高等専門学校は、職業に必要な能力の育成を目的とし、中学校卒業後からの５年

一貫課程により、一般教育及び専門教育を行うという制度的特徴を有し、理論的な基

礎の上に立って実験・実習等の体験重視型の専門教育を実施することで幅広い分野

で活躍できる実践的・創造的な技術者を育成しており、高い評価を得ている。

35 【専門学校】

・ 専門学校では、より自由度の高い制度特性を活かし、産業界のニーズに即応する

多様な職業人材養成を行っており、実習・実技等の充実により、技能を要する職種の

養成に強みを有している。

40 （２）人材養成ニーズ等の動向

○ 一方、大学進学率の上昇と高等教育の量的拡大に伴い、大学教育が担う機能も多様化し

てきており、従来、主に専門学校が担ってきたような、技能の修得を伴う専門資格職養成等

を行う大学等も増えてきている
*1
。すなわち、制度上は、あくまで幅広い教養教育と学術に基



*1 国立教育政策研究所生徒指導・進路指導研究センター「キャリア教育・職業教育に関する総合的実態調査第一次報告」（平

成２５年３月）によると、高校生が進学を希望する理由の１位は「将来の仕事に役立つ専門的な知識・技術を修得したいから」で

あり、平成１７年の調査（当てはまる理由を３つまで選択）では５６.５％の生徒が当該理由を挙げ、平成２４年の調査（当てはまる
理由をすべて選択）では７７.２％の生徒が、当該理由について「とても思う」と回答している。
一方、全国大学生調査コンソーシアム・東京大学経営・政策研究センター「２００７年大学生調査」では、大学での授業経験が

「将来の職業に関連する知識や技能」に関しては「役に立っていない」又は「あまり役に立っていない」と回答した者の割合が約

３９.１％となっている。

*2 １５～２４歳の完全失業率は、平成２６年平均で６.３％（全年齢平均は３.６％）。平成２０年の世界金融危機後の景気悪化によ
り、平成２２年には９.４％まで上昇した後、この数年は低下してきているが、全年齢平均に比べ高い状況は続いている（総務省
「労働力調査」）。

新規学卒就職者の就職後３年以内の離職率は、平成２３年３月卒業者では、大学卒で３２.３％、短期大学・高等専門学校・
専門学校卒で４１.５％となっている（厚生労働省「新規学卒就職者の離職状況調査」）。
若年無業者（15～34歳の非労働力人口のうち，家事も通学もしていない者）の数は，平成１４年に大きく増加した後、おおむ
ね横ばいで推移しており，平成２６年には５６万人である。１５～３４歳人口に占める割合は長期的に見ると緩やかな上昇傾向に

あるが、平成２６年は２年連続で低下して、２.１％となっている（総務省「労働力調査」）。
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づく専門教育として行うものが、大学教育であるとされているが、実態として、大学・短期大学

は、学問研究の成果に基づく知識や思考法等を教授するだけでなく、職業上の実技能力を

反復的・体験的に修得させる等の指導までを多く行うようになっている。

5 ○ こうした専門的・技術的職業等への人材需要は今後も増加が見込まれているが、これらの

職業では、入職後、継続的なスキルアップを求められることはもちろん、入職前の段階でも相

当程度の準備教育を必要とするものが、各種の資格職等をはじめとして、少なくない。

（３）学生受入れの状況

10 ①高等学校卒業後の学生の状況

○ 社会の成熟等に伴い高等教育への進学率は上昇しており、高等学校卒業後、約半数の

者が大学へ進学する状況の中、大学生の実態も多様化している。これらの学生は、必ずし

も、アカデミックな教育を受けることに意欲・適性をもった者ばかりでなく、職業技能の教育

15 に適性を有する者等が、いわゆる「高学歴志向」・「大学志向」の流れに沿って、大学進学を

している場合もある。多様な学生が同一の尺度で大学選びを行っている結果、大学入学後

に、十分な目的意識や意欲をもって学修に取り組めないなどのミスマッチを抱えている者も

少なくないと指摘される
*1
。

20 ○ 将来の生き方・働き方を真剣に考えることなく大学へ進学し、大学でも職業意識や職業

的自立に必要な能力を十分身につけないまま卒業して、職業・社会とのミスマッチを生じて

いる若者の問題もある。こうしたことが、若年者の失業率の高さや早期離職、無業者の存在

等の課題
*2
とつながっているとも考えられる。

25 ②社会人学生の状況

○ 産業構造の急速な変化、職業の高度化等の進展を受け、知識・技能を改めて学校で学

び直したり、専門性をより高めたりすることの重要性は、より一層増している。高等教育機関

においても、こうしたニーズに応えるよう、社会人受入れの取組が進められている。

30 ○ しかしながら、現状として、我が国の大学等における社会人受入れは、世界の水準に比



*1 平成２６年度において、私立専修学校の専門課程における生徒数５８８，８８８人（文部科学省学校基本統計）のうち、社会人

の受入れは、６３，９０２人となっている（文部科学省「私立高等学校等実態調査」）。
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較して未だ低調である。２５歳以上の入学者の割合は、大学では、ＯＥＣＤ（経済協力開発

機構）各国の平均が約１８％であるのに対し、我が国の大学（４年制）は約２％であり、各国

中最低の水準にある。ただし、こうした中にあっても、専門学校については、社会人の受入

れが多い
*1
。

5
２．高等教育における職業教育の課題と求められる対応

○ 高等教育における職業教育については、次のような課題が生じている。これらの課題は、

以前より指摘され、これまでも対策が重ねられつつ、なお課題として残っているもの、或い

10 は、今日の経済社会状況の中で新たに生じてきているものであり、既存の枠組みを超えた対

応による解決が望まれる。

① 職業教育に対する社会全体の認識に関する課題と対応

15 ○ 我が国では、社会全体を通じ職業教育に対する認識が不足しており、ともすれば、普通教

育より職業教育が、学問の教育より職業技能の教育が一段低く見られ、大学（特に、選抜性

の高い大学）に進学すること自体を評価する社会的風潮があると言われる。

○ これまでも、初等中等教育におけるキャリア教育の充実や進路指導の改善などを通じ、職

20 業的自立に向け、適切な進路を選び取る力を身に付けさせる取組が進められているが、上

述の風潮は、未だに根強く存在している。その背景には、職業についての専門性という概念

が固定的で柔軟性を欠くものとして捉えられがちなことや、「ある時点での専門分野・職業分

野の選択は、その後の進路を制限することになる」と考え、これを忌避したいとする意識があ

るとも指摘される。

25
○ こうした意識への対応も視野に入れつつ、卓越した技能等を磨いて職業生活を営むことを

目指すスペシャリスト志向の若者、専門職業人としての自立とキャリア発展に将来を見い出し

た若者等にとって魅力ある進学先となる、実践的な職業教育に最適化したより工夫された仕

組みを創設し、その社会的評価を高めていくことが望まれる。

30
② 社会人の学び直し環境に関する課題と対応

○ 変化の激しい社会を生きる職業人が、自らのキャリアを主体的に切り拓いていくため、ま

た、一人一人のスキルアップを通じ、我が国産業全体の生産性と競争力を高めていくために

も、職業生活と学習活動とを往還し、又は同時に営みながら、知識･技能等の修得･更新を図

35 ることのできる、社会人の学び直し環境の整備が、特に重要な課題となっている。

○ これまでも、昼夜開講制や長期履修生、遠隔授業の制度化等により、大学等における社

会人受入れを推進してきたが、大学等における社会人学生受入れの水準はなお低調であ

る。こうした状況の背景としては、学習目的にあった教育プログラムの不在や、職業との両立

40 や時間、また、このような学修の成果に対する企業等の評価の問題といった点があることも指



*1 株式会社三菱総合研究所「我が国の企業等における中堅人材の人材ニーズに関する調査研究」（平成２２年２月）

*2 「学士課程教育の構築に向けて（答申）」（平成２０年１２月 中央教育審議会）

*3 「新たな未来を築くための大学教育の質的転換に向けて～生涯学び続け、主体的に考える力を育成する大学へ～（答申）」

（平成２４年８月 中央教育審議会）

*4 平成２６年度の専門学校入学者（２６４,２５５人）のうち約７.２％（１９,１２７人）は、大学、短期大学又は高等専門学校の既卒者
が占めている。
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摘されている。一方、専門学校における社会人の受入れは、大学等に比べ進んでおり、我

が国の高等教育の中に、そうした強みを拡げていくことが望まれる。

○ 以上を踏まえ、企業等とも連携して、学び直しニーズに積極的に対応し、多忙な職業人等

5 にもアクセスしやすい、社会人のための高等教育機関の整備が求められる。

③ これからの経済社会を担う職業人養成のための課題と対応

○ 第Ⅰ章で見たように、我が国の産業競争力の維持・強化のためには、経済のサービス化・

10 ソフト化等の動向も踏まえつつ、成長分野等で求められる実践的な専門職業人材の育成を

推進する必要がある。例えば、平成２３年答申の際の委託調査による推計では、福祉、ＩＴ・

情報サービス、コンテンツ、観光等の分野で相当量の人材ニーズがあると推計されている
*1
。

○ 一方、産業構造の転換等のスピードもますます速くなる中では、変化に対応しつつ、現場

15 レベルでの改善・革新の牽引役を担うことのできる人材を養成することが重要となっている。

これら人材が、事業・実務を担う専門人材全体を先導していくことにより、我が国の労働生産

力全般の底上げにもつながっていくものと考えられる。

○ 近年の高等教育改革の流れを見ると、平成２０年の中央教育審議会答申
*2
は、大学等の

20 学士課程共通の学修成果（「学士力」）に関する参考指針を示し、「学士力」の主要な柱とな

る「汎用的技能」や「態度・志向性」等の中に、職業生活でも必要とされる様々な力を位置付

けている。また、平成２４年答申
*3
では、これからの時代に培うべき「学士力」として、答えのな

い問題に解を見い出していく能力や、チームワークやリーダーシップを発揮して社会的責任

を担う能力、想定外の困難に際しての的確な判断の基盤となる教養、知識、経験などを育成

25 するために、主体的な学修を促す学士課程教育の質的転換を推進すべきとしている。

○ 他方で、職業人材養成をめぐる課題を改めて見たとき、現行の大学・短期大学は、幅広い

教養教育と学術の成果に基づく専門教育の中で職業教育を行うものとされ、職業実践知に

基づく技能の教育については、制度上、明確な位置付けがないままとなっている。一方、技

30 能教育に強みを持つ専門学校は、制度的自由度の高さの裏面として、質保証の面で課題が

ある。このような中、大学等の既卒者が職業に必要な能力を身に付けるため専門学校に再

入学したり
*4
、大学等の現役学生が資格取得等を目指し、いわゆる「ダブルスクール」で学ん

だりしている状況もある。

35 ○ 今後求められるのは、自己の職業分野における高度な専門技能等を備えると同時に、変

化への対応等に必要な基礎・教養や、理論にも裏付けられた実践力等を兼ね備えた質の高



*1 例えば、単位認定を行う授業科目として実施されているインターンシップ（特定の資格取得に関係するものを除く。）に参加し

た経験のある学生の割合は、大学で２．４％、短期大学で４.０％である。そのうち、その実施期間が３週間未満であった者の割
合は、大学生で８６．３％、短期大学生で８７.５％を占めている（独立行政法人日本学生支援機構「平成２４年度及び平成２５年
度大学等におけるインターンシップ実施状況に関する調査」）。

また、平成２４年度間に新規採用された大学等教員のうち、民間企業等出身者が占める割合は、大学教員で１３.７％、短期
大学教員で２８.３％となっている（文部科学省「学校教員統計調査（平成２５年度）」）。

*2 例えば、海外では、大学が、ファッション、食などの分野の人材養成にも対応している実態があるが、我が国では、既存の学

問体系の中に位置付けることがが難しいこれらの分野の教育が、大学教育としては十分に発展してこなかった経緯がある。

また、我が国では、例えば、看護師養成の分野において、医学、心理学、社会学等の学際的な知識を基盤とした「看護学」

の教育を行う看護系大学が、近年急増したが、一方、新人看護職員の臨床実践能力の低下などの指摘があった。

さらに、観光分野に関しては、政府の「明日の日本を支える観光ビジョン構想会議ワーキンググループ」（平成２７年１２月１０

日）においても、「観光『学』」の学校ではなく、ツーリズム産業の一流人材を育成する実践教育の学校が必要との意見等が出さ

れている。

*3 平成２５年度には、企業等との連携を通じ、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り組む専修学校専門課程を文

部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定する制度が創設されるとともに、平成２７年度には、大学等における社会人や企

業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを文部科学大臣が認定する「職業実践力育成プログラム」が創設された。
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い専門職業人の層を確保していくことであり、このような人材の養成のためには、技能と学問

の双方の教育を融合し、強化した仕組みが必要と考えられる。新たな仕組みにより、変化に

対応し、自らの職業能力を継続的に高めてくための基礎（伸びしろ）とともに、高等教育の修

了・入職時点で、専門的な業務を担うことのできる実践的な能力を身に付けた人材を送り出

5 していくことが重要である。

○ 現行の大学等が、自らの判断で、技能教育との融合を進め、それらの人材養成を推進し

ていくことも可能ではある。しかし、こうした教育への取組について、各大学等の判断に委

ね、事実上の取組を待つのみでは、職業の多様化、流動化や地域の需要への対応などの

10 社会の要請に迅速に応えていく上では十分といえない状況となっている
*1
。また、学問的な

体系性を基盤とすることを重視した大学教育のみで、そうした需要の全てに対応することに

は限界もあると考えられる
*2
。これらのことを踏まえれば、職業実践知の教育に軸を置きつつ、

学術知の教育にまで至る、実践的な職業教育に最適化した高等教育機関を新たに創設し

て対応することが、効果的と考えられる。

15
○ 大学等や専門学校の実践的な職業教育プログラムに対する認定等の仕組み

*3
も活用する

など、既存の各高等教育機関が、今後もそれぞれの強みと特性を活かした職業教育の推進

を図るとともに、技能と学問の双方の教育を行うことを明確にし、技能の教育に強みを持った

新たな高等教育機関を加えることにより、それらが相まって、我が国の職業人材養成の格段

20 の強化が図られることを期待したい。



*1 章末 「《参考》 我が国の高等教育段階の職業教育に関する制度的経緯」（１３頁）参照。
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第Ⅲ章 新たな高等教育機関の制度化の方向性

○ 我が国の高等教育においては、いつの時代にも、質の高い職業人の養成が主要な課題

の１つとされてきたところであり、高等教育における職業教育・キャリア教育に関しては、これ

5 までにも様々な充実方策が講じられてきている
*1
。しかしながら、第Ⅱ章で見たように、既存の

高等教育機関の取組だけでは、なお十分対応し切れていない課題があり、それらの課題に

適切に対応するよう設計された、新しい高等教育機関の構想が待たれる。

○ このことについては、平成２３年１月の中央教育審議会答申で提言され、その後さらに、教

10 育再生実行会議の第５次提言（平成２６年７月）や第６次提言（平成２７年３月）、新たな高等

教育機関の制度化に関する有識者会議の審議のまとめ（平成２７年３月）でも提言が重ねら

れ、本特別部会における制度化の検討に至ったものである。

○ 本章では、こうしたこれまでの議論の経緯も踏まえつつ、新たな高等教育機関の制度化の

15 方向性として、養成すべき人材像及び推進すべき教育の特性の明確化を図るとともに、当該

機関の学校体系上の位置付けについて、基本的な考え方を整理する。

１．養成すべき人材像

20 ○ 新たな機関は、技能の教育と学問の教育の双方に強みを持つ高等教育機関として、職業

教育の高度化と魅力向上、産業・就業構造の転換や職業の盛衰等への対応、我が国産業

競争力の強化と地方創生への貢献などを視野に入れつつ、求められる人材の養成を推進し

ていくことが期待される。

25 ○ 新たな高等教育機関は、こうした要請に応えるよう、変化の激しい時代を主体的に生きる

実践的な職業人の養成を強化するものとならなければならない。ここで養成すべき人材像と

しては、当該人材に期待する将来的なキャリアパス等の目標も含め、次のような人材を目指

すことが重要である。

30 ① 企業等の中で果たす役割から見た人材像

○ 新たな高等教育機関は、専門職業人の生産性向上、競争力強化に貢献することを役割と

しており、とりわけ、当該機関の教育においては、専門職業人のうちでも、その専門性をもっ

て、企業等の現場レベルでの改善・革新を牽引していく層の養成・資質向上等に主な重点を

置くこととなる。

35
○ このような人材は、専門性が求められる職業を担うスペシャリストとして、理論にも裏打ちさ

れた、優れた技能等を強みに、企業等における事業・実務の主力を担うとともに、例えば、次

のような側面から、事業活動における新たな価値の創造を先導する役割を担うことができる

人材として、その活躍が期待されるものである。
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【新たな機関で養成する人材に（将来的に）期待する役割】
※ 企業等の活動の次のような側面を先導する者となることを期待

●生産・サービスの現場で中核的な役割を担う人材等として

・生産・サービスの工程の改善やこれを通じた生産性の向上

5 ・高度な技能や洗練された技術・ノウハウによる優れた商品・サービスの提供

など

●その専門性をもって、自ら事業を営み、又はこれを補佐する人材として

・新たな付加価値の創造、これを活かした新しい商品・サービスの考案

・新規事業の創出、強みのある製品・サービスを活かした新規市場の開拓

10 など

○ 新たな高等教育機関では、 高等学校からの進学者など職業への移行前の若者や、キ

ャリアアップ、キャリア変更を希望する社会人学生等を対象に実践的な職業教育を行い、

それら学生が、課程修了・入職後の実務経験等を経て、将来的に上記のような人材へと

15 成長していくための基盤となる資質能力を育むこと、又はより直接的に必要となる知識・技

能等を授けることが期待される。

② 個々の職業人としての観点から見た人材像

○ これからの職業人は、産業・就業構造の転換や職業の盛衰など、変化の激しい経済社

20 会の中で、自立した職業人として、積極的・能動的に、自己のキャリア形成を図っていくこ

とを、ますます求められるようになる。新たな高等教育機関では、生涯にわたる職業生活を

通じ、社会経済の変化に対応しつつ、継続的にスキルアップを図りながら、自らのキャリア

を主体的に切り拓いていける人材を養成することが、特に重要になると考えられる。

25 ③ 我が国経済社会の中で果たす役割から見た人材像

○ 新たな機関で養成強化を図る人材は、各人が、上記のような形で事業活動・職業生活

を営むことを通じ、我が国の経済成長を支え、或いは、地域の発展にも貢献することとな

る。これらの人材が、事業の現場を先導していくことにより、事業・実務を担う専門人材全

体の底上げに資するとともに、そのことが、我が国産業の生産性を押し上げ、或いは、地

30 域の強みを活かした産業の振興等にもつながるものと期待される。

２．推進すべき教育

○ 新たな高等教育機関の教育では、企業等で求められる実践性を身に付けさせるため、特

定の職業分野における専門性の陶冶と、専門性の枠に止まらないより広い基礎・教養の涵

35 養とを、同時に実現する必要がある。また、技能の教育と学問の教育の双方に強みを持ち、

その双方を結びつけることにより、新たな職業教育のモデルを構築していくことも期待され

る。

○ 新たな機関は、このような観点から、次のような教育機能を総合的に担うものとなる必要が

40 ある。

・ 専門職業を担うための高度で実践的な技能を育成し、産業構造・人材需要の変化

に対応した人材養成を行う
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・ 実践力を裏付ける理論面への理解を深化させたり、変化する状況の中、知識・技能

や教養を結びつけて課題解決につなげる総合力を養う

・ 幅のある基礎力や、職業人に必要な教養を育むとともに、職業の高度化等に対応し

た学びを、生涯にわたり継続するための基礎を培う

5 ・ キャリア・アップやキャリア変更、職場復帰等を目指す社会人のための多様な学び

直し機会を提供する

３．大学体系への位置付け

10 ○ 新たな高等教育機関については、教養や理論にも裏付けられた実践力を育成するもので

あること等を踏まえれば、大学体系の一部をなす機関として、その制度の設計を図り、従来

の大学と同等の評価を得られるようにすることが適切である。

○ 「大学」については、国際的な共通概念が存在しており、大学体系の機関は、学術に基づ

15 く理論の教育や教養教育を行うことを特徴とするほか、高等教育機関のうち学位授与権を持

つものは、基本として大学体系の機関に限られる。大学体系に位置付けることは、こうした世

界の大学の標準的な在り方を踏まえることともなり、当該機関の国際通用性を高めることにつ

ながる。さらには、我が国の高等教育の多様な発展に資するとともに、学生の将来にとっても

有益であって、保護者等のニーズ・期待にも応えることとなる。とりわけ、多様な学生集団によ

20 る質の高い教育を展開するため、優秀な外国人留学生の獲得を目指す等の場合には、その

修了により学位を得られるようにすることが非常に重要となるものと考えられる。

○ 諸外国においても、実践的な職業教育を志向する高等教育機関を大学体系の一部に位

置付けたり、職業志向の学位課程を創設したりするなどの制度改正等が、それぞれの国の

25 実情に応じた形で進んできており、我が国もその実情を踏まえた制度化を図るべき時期に来

ていると考えられる。

《参考》高等教育段階の職業教育に関する諸外国の動向

30 ＜イギリス＞ 実学重視のポリテクニクが大学へ昇格し(1992年)、「新大学」へ移行するとともに、
「新大学」の修了者には「学士」の学位を授与することとされた。

中等教育後の職業教育から高等教育までを行う継続教育カレッジ等の２年課程

修了者に対し、大学から学位（ファウンデーションディグリー）を授与する制度が創設
された(2001年)。その後さらに、継続教育カレッジ自身が勅許を受け、自ら学位を授

35 与する機関となることも可能となった(2007年）。

＜フランス＞ 大学の付設機関である技術短期大学部(ＩＵＴ)や、リセの付設機関である中級技
術者養成課程（ＳＴＳ）等の２年の課程を修了した後、さらに、大学における１年の課

程を修了することにより、「職業リサンス」の国家免状と「学士」の学位を取得する課程
40 が導入された(2000年)。

＜ ドイツ ＞ 応用的実務志向の専門大学（Fachhochschule 直訳すると専門高等教育機関。）
の制度が導入され(1968年)、発展してきている。専門大学の３年課程修了者への学
位授与については、従来、ドイツ独自の学位である「Diplom」や「Diplom（FH）」が授

45 与されてきたが、高等教育の互換性を高める「欧州高等教育圏」の構築に向けた取
組の中で、当該レベルの学位は「学士」（Bachelor）へ一元化される方向となってい
る。

＜フィンランド＞ 職業教育を行う専門大学（Ammattikorkeakoulu[AMK] 直訳すると職業高等教
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育 機 関 。 ） が 創 設 さ れ ( 1996年 ) 、 そ の 修 了 者 に は 「 専 門 大 学 士
（Ammattikorkeakoulututkinto 直訳すると職業高等教育機関学士）」（Bachelor）の学
位を授与することとされた。

5 ＜ 韓 国 ＞ 職業教育を行う専門大学の制度が導入・施行されている（1979年)。さらに、専門
大学の２年又は３年の課程を修了後、原則実務経験を経た上で、２年又は１年の課
程を提供する専攻深化課程の制度も創設されている（2008年）。専門大学の２・３年
課程修了者には「専門学士」（Associate）の、専攻深化課程の修了者には「学士」
（Bachelor）の学位が授与される。

10
＜アメリカ＞ コミュニティカレッジによる職業人材養成が行われており、その修了者には「準学

士」（Associate）等の学位が授与される。コミュニティカレッジの準学士課程には、学
士課程への編入（大学編入学）が可能なものと、そうでないものがある。

15
《参考》我が国の高等教育段階の職業教育に関する制度的経緯

＜戦後の新制大学における職業教育＞
● 戦後の学校制度は、いわゆる６･３･３･４制の単線型の体系に整備され、高等教育に関して

20 は、旧制の大学、高等学校、専門学校、高等師範学校等の諸機関が単一の四年制大学に

改編され、職業人養成については、幅の広い教養の教育（一般教育）と、これを基盤とした専

門教育の中で、その養成を一体的に行うものとされた。

＜高等専門学校の創設・短期大学の恒久化とその展開＞
25 ● 戦後の単線型学校制度や新制大学制度に対する一部修正として、昭和３３年には、専門

的技術者養成機関の創設と短期大学の恒久化という２つの要請に対応したいわゆる「専科大

学法案」が国会に上程された。

同法案は廃案となったものの、その後、両者を切り離した２つの法案が相次ぎ成立し、

・ 昭和３７年には、工業教育を主体とする高等専門学校が制度化されたほか、

30 ・ 昭和３９年には、それまで、大学の修業年限の特例として経過的に認められていた短期

大学の恒久化が実現した。これにより、広義の「大学」の制度の中に、いわゆる４年制の

大学（狭義の「大学」）と並んで短期大学の制度が創設されるとともに、短期大学の目的

の１つに「職業に必要な能力を育成すること」が明記された。

なお、短期大学・高等専門学校も、「深く専門の学芸」を「教授研究」ないし「教授」すること

35 を目的とするものとされ、学術に基づく教育を行う機関の位置付けを与えられると同時に、そ

の卒業生には、大学への編入学資格が認められるものとされた。

● 短期大学には、これを卒業した者等に、より精深な教育を施す専攻科を置くことができるも

のとされたが、その後、平成３年の学校教育法改正により、高等専門学校にも専攻科を置くこ

40 とが可能とされ、さらに、学位授与機構（現独立行政法人大学評価・学位授与機構）による専

攻科の課程認定の仕組みが設けられ、課程認定を受けた専攻科の修了者は、審査を経て、

学位授与機構より学士の学位を取得することが可能となった。専攻科から大学院への進学に

関しては、この認定専攻科の課程を修了して、学士の学位を取得することにより、大学院入学

資格も得られる仕組みとなっている。

45
＜専修学校（専門学校）制度の創設＞

● 一方、技能教育を主体とした教育機関は、中等教育段階では、戦前の実業学校が新制高

等学校の職業学科へと転換していくなど、一定の制度上の位置付けを得たものの、高等教

育段階では、これを担う学校制度が設けられなかった。そのような中、学校教育に類する教

50 育を行う教育施設である各種学校が、中等教育後の技能教育の受け皿としても実質的に機

能する状況が続いたが、昭和５１年には、従来の各種学校のうち「職業に必要な能力の育

成」等を目的とするなど、一定の要件に適合するものを振興の対象とする専修学校（特に、
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高等学校卒業程度を入学資格とする専門学校）の制度が創設され、各種学校の多くがこれ

に移行した。なお、平成１０年の学校教育法改正により、修業年限２年以上で一定の要件を

満たし文部科学大臣の指定を受けた専門学校の卒業生に大学への編入学資格が、また、

平成１７年の学校教育法施行規則改正により、修業年限４年以上で一定の要件を満たし文

5 部科学大臣の指定を受けた専門学校の卒業生に大学院入学資格が、認められるようにな

っている。

＜近年の動向＞
● 以上のように、戦後の新制大学制度への移行後も、高等教育段階における職業教育の制

10 度的受け皿の整備が一定程度図られたが、その後の実態として、大学、短期大学、高等専

門学校及び専門学校の各機関のうち、拡大する高等教育進学者の最も大きい受け皿となっ

ているのは、大学である（平成２６年度現在、大学への進学率は５１.５％まで上昇している一
方、短期大学、高等専門学校（４年次）及び専門学校への進学率は、それぞれ５.２％、０.９
％及び２２.４％となっている。）

15
● このような中、大学等における職業教育・キャリア教育の充実のため、平成２３年に大学・短
期大学設置基準が改正され、大学・短期大学で社会的及び職業的自立を図るために必要
な能力を培うための体制整備を図ることが義務付けられたほか、平成２７年度に、大学等に

おける社会人や企業等のニーズに応じた実践的・専門的なプログラムを「職業実践力育成
20 プログラム」として文部科学大臣が認定する制度が創設されている。

● 専門学校に関しては、平成２５年度に、より実践的な職業教育の質の確保に組織的に取り
組む専門課程を文部科学大臣が「職業実践専門課程」として認定する制度が創設されてい

る。
25

● しかし、諸外国とは異なり、職業志向を明確にした高等教育機関を大学体系の一部に位
置付けたり、職業志向を明確にした学士課程を創設したりする制度は、我が国においては

導入されていない。
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第Ⅳ章 新たな高等教育機関の制度設計等

○ 第Ⅲ章に記した制度化の方向性に基づき、本章では、新たな高等教育機関の具体的な

制度設計について、本特別部会におけるこれまでの審議の経過をとりまとめる。

5
１．制度設計に当たっての基本的な視点等

（１）身に付けさせるべき資質・能力

○ 第Ⅲ章で述べた養成すべき人材像や推進すべき教育の在り方を踏まえ、変化に対応でき

10 る実践的な専門職業人の養成を進めていく必要がある。新たな機関においては、このような

人材に必要とされる次のような資質・能力を育成することにより、その教育の特徴付けを図る

ことが適当である。

《身に付けさせるべき資質・能力》
15

ア）専門とする特定の職業、一定の産業・職業分野に関して身につけさせる能力

❶ 専門とする特定の職業(職種)に関し、高度な専門的知識等を与え、理解を深化

【専門高度化】

◆ 特定の職業における高度で専門的な知識理解等

20 （例） 当該職業に関する理論への深い理解、分析的・批判的能力 など

❷ 専門とする特定の職業(職種)に関し、卓越した技能等を育成するとともに、実

践的な対応力を強化【実践力強化】

◆ 特定の職業における卓越した技能等と実践的な対応力

25 （例） 生産・サービスの現場で培う高度な技能 など

❸ 一定の産業・職業分野（例えば、情報分野、保健分野など)に関し、当該分野全般

の、又はその関連の基礎知識・技能等を育成【分野全般の精通等】

◆ 当該職業分野全般の知識・技能等

30 （例） 当該分野内における各職種等全般の基礎的な理論、共通的な技能等

開業等に際して必要となる他分野（簿記・会計、経営など）の基礎知識・技能等 など

❹ 職業に関する実践的な技能や、実践知と理論知、教養等を統合し、それらの

活用により、現実の複雑な課題の解決や、新たな手法等の創造に結びつける

35 ことのできる総合的な能力を育成【総合力強化】

◆ 理論と実践を結びつける総合的な能力

（例） 高度かつ実践的な課題発見・解決能力、新たな付加価値や商品・サービス、

生産手法等の創出・改善を推し進める創造的な能力 など

40 イ）職業人として共通に身につけさせる能力

❺ 職業人として共通に求められる基礎的･汎用的能力や教養、主体的なキャリア

形成を図るために必要な能力を育成【自立した職業人のための｢学士力｣育成】
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◆ 職業人の基礎的・汎用的能力等

(例) コミュニケーション能力･ディベート力、課題対応能力、多様性への理解、職業観

など

5
◆ 主体的なキャリア形成を図るために必要な能力

(例) 生涯にわたり学び続けるための基礎、キャリアアップ等の基盤となるリテラシー

（外国語、ＩＣＴ等）、キャリアデザイン力 など

10 （２）重視すべき視点

○ 新たな高等教育機関の理念を実現するため、その制度設計に当たっては、次の４つの

視点を特に重視する必要がある。

15 《制度設計に当たり重視すべき視点》

❶理論と実践の架橋による職業教育の充実

・ 理論への理解の深化と実践的な技能の強化を両輪とした教育を行い、知識と

技能を結びつけ、真の課題解決能力、創造力を発揮できる人材を養成する。

20 ❷産業界･地域等のニーズの適切な反映、産業界･地域等との連携による教育の

推進

・ 産業界・地域等との対話・協力を積極的に推進する。各職業で必要とされる能

力や地域等の人材需要を明確化しつつ、これを育成する教育課程を編成し、相

25 互の連携により、当該課程の実施・改善を図る。

❸社会人の学び直し等、多様な学習ニーズへの対応

・ 多様な学習スタイルを可能とする柔軟な制度設計により、多忙な社会人等にも

アクセスしやすい学修機会を整備するなど、一人一人の学習者のニーズに適切

30 に対応する。

❹高等教育機関としての質保証と国際的な通用性の担保、実践的な職業教育に

相応しい教育条件の整備

・ 国際通用性のある高等教育機関として求められる質の担保を図りつつ、実践

35 的な職業教育に相応しい教育条件の基準や、質保証の仕組み等を整備する。

２．基本的視点等を踏まえた制度設計の在り方

40 （１）制度の基本設計

○ 早期の就職を望む若者や多忙な中での学び直しを望む社会人等のためには、短期の高等

教育の機会を提供していくことが重要であると同時に、職業の高度化・複雑化に対応する観点

から、より長期の高等教育機会を充実させていくことも重要である。大学や短期大学からの転学

45 ・編入学など、既存の高等教育機関との接続により、多様な学習者に、実践的な職業教育の機

会を提供していく視点も重視する必要がある。

○ このことを踏まえ、課程修了者の学修成果に対する国内的・国際的通用性を確保し、高等
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学校卒業後の若者の進路として、及び社会人の学び直し機関としても魅力ある機関となるよ

う、大学体系に位置付く次のような機関を制度化することが適当である。

ア）学士課程相当の課程を提供する機関

5 ・ 修業年限は４年とする。

・ 当該機関の課程については、４年一貫制のほか、前期２年又は３年、後期２年又

は１年の区分制にもできるようにすることを検討する。

・ 一貫制課程の修了者及び後期課程の修了者には学士相当の学位を、前期課程

の修了者には短期大学士相当の学位を授与する。

10 ・ 一貫制課程の修了者及び後期課程の修了者には大学院入学資格を、前期課程

の修了者には、大学編入学資格を付与する。

イ）短期大学士課程相当の課程を提供する機関

・ 修業年限は２年又は３年とする。

15 ・ 修了者には短期大学士相当の学位を授与する。

・ 修了者には短期大学士相当の大学編入学資格を付与する。

○ ４年課程における区分制の導入は、前期課程から後期課程へ引き続きの進学だけでな

く、前期修了後一旦就職してから後期へ再入学する、他の高等教育機関（大学、短期大学、

20 高等専門学校又は専門学校）から編入学する、他の高等教育機関を既に卒業し就職等した

社会人が学び直しのために後期から編入学するなど、積上げ型の多様な学習スタイルを可

能にすることとなる。その制度化に関しては、課程の体系性の確保や、各段階ごとの出口水

準の明確化などに留意するとともに、他の高等教育機関の制度との整合を図る観点から、さ

らに必要な検討を進めるべきである。

25
（２）具体的設計

○ 新たな高等教育機関の制度化に関する基本的な視点については、１（２）において、重視

すべき４つの視点を挙げた。

30 これらの視点を踏まえ、新たな機関の理念を実現するための具体的制度設計として、次の

ような仕組みを採り入れることを提案したい。

①理論と実践の架橋による職業教育の充実

35 （教育内容・方法）

○ 新たな高等教育機関は、技能の教育と学問の教育の融合を図り、理論にも裏打ちされた

実践力を育成することを特色とするものであり、その教育課程については、実践的な授業を

必ず採り入れること、理論と実践を架橋することを旨として、以下のような基準等を設けること

40 が適当である。

・ 教養・基礎教育及び専門教育を通じ、理論への理解を深め、実践的な能力を培うよ

う、体系的に教育課程を編成するものとし、そのために必要な授業科目をバランスよく開

設する。



*1 政府の「まち・ひと・しごと創生総合戦略」（平成２６年１２月２７日閣議決定。平成２７年１２月２４日改訂）においても、地域ニー

ズに対応した高等教育機関の機能が地方では十分とはいえないと指摘した上で、地域とのつながりを深め、地域産業を担う人

材養成など地方課題の解決に貢献する取組を推進する必要があるとしている。
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・ 企業内実習（インターンシップ）をはじめとした実習等による授業科目を充実し、座学

で学んだ知識も実体験を通じて定着させる。企業内実習など企業等と連携して行う授

業について、質の確保を図りつつ、一定時間以上の履修を義務付けるとともに、これを

含めた実習等の科目全体の割合についても、一定割合以上を義務付ける。

5 ・ それまでの授業等で身に付けた知識・技能等を統合し、真の課題解決力・創造力

に結び付けるための総合的な演習科目を設定する。

（ 教員組織 ）

10 ○ 新たな高等教育機関では、①実践力強化に重点を置いた職業教育を推進するため、企

業等の現場で現に取り扱われている、生きた知識・技能等を教授していくこと、②職業教育

の高度化に向け、理論と実践の架橋を図ることが求められる。その教員組織については、組

織の流動性の維持が特に重要となるとともに、最新の実務に通じた実務家教員を積極的に

登用することや、理論と実践の架橋を担う教員を確保していくことが必要となる。

15 このことを踏まえ、新たな高等教育機関の教員組織については、例えば、次のような基準

等を設けることが適当と考えられる。

・ 各分野の特性にも配慮しつつ、専任の実務家教員を一定割合以上配置するよう義

務付ける。

20 ・ 理論と実践の架橋を担う教員として、研究能力を併せ有する実務家教員の配置を一

定割合以上義務付ける。

・ 最先端の実務に携わりつつ教育に当たる教員を確保するため、そうした者を、一定の

条件の下、必要専任教員数に参入できる仕組み（いわゆる「みなし専任」）も活用する。

25
②産業界･地域等のニーズの適切な反映、産業界･地域等との連携による教育の推進

（新たな機関の教育活動における連携）

○ 産業構造の変化のスピードが加速する中、社会が求める人材の養成に大学等が十分に

30 対応していないとの指摘がある。高等教育機関においても、人材需要へのより迅速かつ的確

な対応が求められるところであり、特に、教育界と産業界とが、日頃から求める能力・人物像

を共有し、実践的な能力の育成を強化することが必要である。

○ 特に地方では、地域のニーズに対応した高等教育機関の機能が十分になく、高等教育進

35 学を機に多くの若者が地方を離れて、そのまま人口流出につながっている状況がある。地域

産業を担う人材が地元で育ち、地元に定着していくようにし、これら人材が地域の強みを活

かした事業を展開することにより、地方創生へとつなげていくことが重要であり
*1
、高等教育機

関が地域との連携をより一層密にし、高等教育の入り口から出口までの教育・学生支援を、
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地元の関係機関、企業等と一体となって進めていくことが求められる。

○ 新たな高等教育機関においては、教育機関としての自主性を確保しつつ、産業界・地域

等との対話・協働を促進し、教育活動への参画を得る体制を構築するよう、次のような仕組み

5 等を採り入れることが適当である。

・ 企業等や経済・職能団体、地域の関係機関との連携により、教育課程を編成・実施

する体制の整備を義務付ける。

・ その他、人材需要の把握、求められる学修成果（ラーニング・アウトカム）の明確化、イ

10 ンターンシップ学生の派遣、実務家教員の受入れなど、産業界・地域等との多面的な

連携体制を構築・強化する。

（設置認可、評価など質保証における連携）

15 ○ 特に、各職業分野で必要とされる実践的な知識・技能等を養成する機関として、産業界等

と連携した的確な設置審査や、各業界・職能団体等と連携した分野別質保証、情報公表等

への取組を進めていくことが重要であり、次のような仕組みを採り入れる必要がある。

・ 設置認可審査における産業界等との連携体制を確保する（企業・職能団体等の関係

20 者を審査会の委員等に登用する。）。

・ 専門団体との連携による分野別質保証の観点を採り入れた評価、情報公表等につ

いて、効果的な導入方法を検討する。

25 ③社会人の学び直し等、多様な学習ニーズへの対応

（ 修業年限 ）

○ ２.（１）の制度の基本設計でも述べたとおり、社会人学生、編入学生など多様な学習者に
対し、学位取得につながる多様な学修機会の選択肢を提供するよう、複数の修業年限を導

30 入することが適当である。

・ ２年又は３年制の課程及び４年制の課程（一貫制課程及び前期・後期の区分制課程

の検討を含む）を制度化する。【再掲】

35
（教育内容・方法）

○ 社会人の学び直し機関としての新たな高等教育機関の役割に鑑み、より多様なスタイル

の学修を可能とするよう、次のような仕組みを検討すべきである。

40 ・ 多忙な社会人等向けに、パートタイム学生や科目等履修生として学ぶことができる機

会を積極的に提供する。このため、長期履修制度の活用や学内単位バンクの整備、昼

夜開講制の導入等を促進する。
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・ 短期の学修成果を積み上げ、学位取得につなげる仕組みを整備する。このため、モ

ジュール制の導入促進や、修業年限の通算、単位認定に関する制度の弾力化等を進

める。

5
（他の高等教育機関等との連携）

○ 新たな高等教育機関の教育の機会は、既存の大学・短期大学等の学生などに対しても、

個々のニーズに応じ、積極的に提供できるようにすることが期待される。また、学校教育法以

外の法令により設置されている省庁系大学校と新たな機関との間で、それぞれの学修成果

10 が適切に評価されるようにし、相互の流動性を高めることも有益である。これらを踏まえ、他の

高等教育機関等との連携について、次のような措置を講ずることが求められる。

・ 大学等と新たな機関との連携教育等を促進するため、これらの機関の間における修

業年限の通算や、相互の転学、単位互換等を可能とする仕組みを整備する。

15 ・ 省庁系大学校における学修成果を新たな機関において単位認定できる制度の積極

的な活用を、促進する。

（入学者の受入れ）

20 ○ 新たな高等教育機関では、普通科高校から大学進学という、従来典型的とされてきた大

学入学希望者と並び、専門高校からの進学や、社会人の学び直し、さらには他の高等教育

機関からの編入学など、多様な入学希望者が想定される。このことを踏まえ、新たな機関に

おける入学者の受入れについては、次のようにすることが求められる。

25 ・ 高等学校（専門学科・普通科）卒業後の学生、社会人学生など、学生像の類型に応

じたアドミッション・ポリシーを明確化する。

・ 入学者選抜では、実践的な職業教育の推進の観点から、実務経験や保有資格、技

能検定での成績等を積極的に考慮するなど、意欲・能力・適性等を多面的・総合的に

評価し、多様な背景を持った学生を受け入れるようにする｡

30

④高等教育機関としての質保証と国際的な通用性の担保、実践的な職業教育に相応し

い教育条件の整備

35 （ 教 員 ）

○ 高等教育機関としての国内的・国際的な通用性を確保しつつ、特に、新たな機関の特色

となる実践的な教育を担う実務家教員の質を担保する必要がある。大学等の教員について

は、法令上は、大学等における教育を担当するにふさわしい教育能力を有することを前提

に、研究上の能力・実績に基づく教授等の資格と並び、実務上の能力・実績に基づく教授



*1 昭和６０年の大学設置基準等改正により、社会に広く人材を求める観点から教員資格が拡大され、学位・研究業績にかかわ

らず、「専攻分野について知識・経験を有する」者を、大学等の教員とすることが可能とされている。また、平成１７年の学校教

育法改正では、大学の教授、准教授及び助教の職に就く者に求められる能力・実績が、新たに法律上も明記されたが、例え

ば、「教授は、専攻分野について、教育上、研究上又は実務上の特に優れた知識、能力及び実績を有する者」とされている。
、、
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等の資格が明確化されているが
*1
、実態としては、現在の大学等の中で、実務家教員が果た

す役割は概ね補完的なものに止まっており、教授等の選考についても、学位や研究業績の

みを重視する傾向が未だに強いとの指摘もある。こうした状況も踏まえ、新たな高等教育機

関の教員の職制や資格については、次のような仕組みとすることが適当である。

5
・ 教授・准教授等の職制や、各職階ごとの資格基準については、大学・短期大学制度

における職制、基準と同様とすることを基本とする。

・ 研究上の能力・実績に基づく教員と並び、実務卓越性に基づく教員を、教員組織の

中に積極的に位置付ける。設置認可時の教員資格審査では、実務家について、その

10 実務卓越性に基づき、教員としての資格を適切に評価する（保有資格、実務上の業

績、実務を離れた後の年数等を確認する。）。

（ 教育条件 ）

15 ○ 新たな高等教育機関の教員数、施設設備などの教育条件については、質の高い高等教

育機関として求められる条件を備えるよう、現行の最低基準である大学設置基準及び短期

大学設置基準の水準を考慮し、その趣旨を採り入れると同時に、高度かつ実践的な職業教

育を行う機関として、その特性を踏まえた適切な水準を検討する必要がある。特に、新たな

機関では、常に最新の知識・技術等を教育内容に反映できるよう、教員の流動性の確保が

20 重要となるほか、社会人学生も多く受け入れるなどの特性があり、こうした特性に留意した基

準の設定が必要となる。なお、高度に専門的な職業教育を行う新たな機関は、各専攻ごとの

収容定員が小規模になることも想定される。以上を踏まえ、新たな高等教育機関の教育条件

については、次の観点から、さらに、適切な基準の検討を進めるべきである。

25 ・ 必要専任教員数、備えるべき施設設備、校地・校舎面積については、大学・短期大

学設置基準の水準を踏まえつつ、質の高い職業人養成に相応しい適切な水準を設定

する（校舎面積等については、小規模の専攻等に対する基準の整備についても検討す

る。）。

・ 一の授業科目について同時に授業を受ける学生の数については、大講義室等での

30 一斉指導中心の授業ではなく、実践的な職業教育の授業を効果的に実施できるように

する観点から、適切な水準を設定する（教員配置の充実と相まって、実習等における少

人数指導体制など必要な体制を確保する。）。

35 （質保証の仕組み)

○ 我が国の高等教育については、平成１０年代後半以降、「事前規制から事後チェックへ」の

流れの中で、設置審査の準則化や設置認可における量的抑制の原則撤廃、設置認可手続



*1 法科大学院は、設置審査の準則化の原則に即し、当初７４校が設置認可されたが、法科大学院全体の司法試験合格率や

法曹の活動の場の拡がりなどが、制度創設当初に期待されていた状況と異なるものとなったことによる志願者の減少などにより、

現在までに３０校が募集停止を表明（うち３校は既に廃止）している。入学定員についても、平成１９年のピーク時の５,８２５人か
ら、平成２７年度には３,１６９人にまで減少している。国においては、法科大学院への公的支援の見直しによる法科大学院間の
メリハリのある予算配分の実施を通じて、大学の自主的な組織見直しや、教育の質の向上のための取組を促している。
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の見直し（設置届出制度の導入）、認証評価制度の導入、法科大学院
*1
をはじめとした専門

職大学院の創設などが進められ、大学の量的規模は拡大したが、その教育の水準と内容に

関しては、大学等の内外から様々な指摘がなされている。

5 ○ 新たな高等教育機関は、国内的・国際的通用性の確保の観点からも、適切な質保証の仕

組みを整えることが必要である。実践的な職業教育に最適化した大学教育を行う機関とし

て、その学校設置認可は、新しい基準の下、適切な審査体制により実施されるものとすると

同時に、大学体系に位置付くとともに、産業界と連携して教育を行う機関として、情報公表や

評価についても、相当の水準を求める必要がある。これらを踏まえ、新たな機関に関する質

10 保証の仕組みについては、次のようにすることが適当である。

・ 質の高い実践的な職業教育を担う機関としての相応しい設置基準等を制定する。認

可庁は国とし、大学設置・学校法人審議会に新たな審査会を設けて審査を実施する。

新たな機関が、一段低い高等教育機関と見られるようなことにならないよう、教員や教育

15 内容（企業内実習などの実習等を含む）等の質が十分に確保されたものを認可する観

点から、的確な審査体制を整える。

・ 設置認可審査に際しては、設置構想全体が社会的ニーズ等を反映し、学生確保・人

材需要の見通し等の面からも、十分現実性が認められるものであることを確認する。

・ 教育研究活動等の状況に関しては、現行の大学・短期大学が実施しているのと同

20 等、又はそれ以上に充実した情報公表を義務付ける｡

・ 大学・短期大学と同様、自己点検・評価、認証評価機関による評価を義務付ける。認

証評価に関しては、分野別質保証の観点を採り入れた評価の導入も検討する｡

・ 情報公表及び評価に当たっては、産業界等をはじめとしたステークホルダーに対し、

各機関の教育の質や学生の学修成果をわかりやすく明示していくものとする。そのた

25 め、できる限り客観的な指標を採り入れることについて検討する。

（３）制度全般にわたる事項

○ 以上のような具体的制度設計の検討の上に、新たな高等教育機関における研究機能の

30 位置付けや、当該機関の学校制度上の位置付けなど、制度全般にわたる事項についての

検討も可能となってくる。これら制度全般にわたる事項について、引き続き検討すべきものも

含め、現時点における考え方の整理を次のとおり示す。

（研究機能の位置付け等）

35 ○ 新たな高等教育機関の機能は、実践的な専門職業人養成のための「教育」に重点を置く

ものとなるが、大学体系に位置付く機関として、理論と実践を架橋する教育を行うためにも、

機関の目的には「研究」を含めるものとする｡その場合、新たな機関は、職業・社会における
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「実践の理論」を重視した研究を志向するものであり、学術上の探求そのものに自己目的化

した研究を目指すことが主目的でないことに留意が必要である。

○ なお、新たな機関の組織運営については、教育課程の編成・実施等に産業界等の参画を

5 得る体制を構築しつつ、教育研究機関としての自律性を担保し得る仕組みとし、学位授与等

の専門的事項は、教授会で審議することとする必要がある。

（制度上の位置付け・目的）

○ 新たな高等教育機関については、上に記したとおり、機関の目的に研究が含まれること、

10 教員の資格基準等についても一定の水準を担保するものとなることから、当該機関の制度は

大学制度の中に創設し、国際的な通用性のある学位授与機関としての位置付けを図ること

が適当である。専門性が求められる職業を担うための実践的な能力の育成を目的として、深

く専門の学芸を教授研究することに加え、卓越・熟達した実務の経験に基づく実際的な知識

・技能の教授を併せ行うことが、その制度の特徴となると考えられる。

15
（学位の種類・表記）

○ 授与する学位の種類・表記については、世界の高等教育機関における学位授与の標準

的な在り方や、我が国における既存の学位制度との整合性等も踏まえつつ、実践的な職業

教育の成果を徴表するものとして相応しい設定の方法を検討する。

20
《参考》 世界の高等教育機関における学位授与の標準的な在り方

・ 学士レベルでは、研究学位と職業学位の区分は設けられず、Bachelorが、このレベルで唯一の
学位とされる傾向にあり、総合大学と専門大学等のいずれの修了者に対しても、Bachelor's

25 degreeを授与する形が、世界的に見ても一般的になってきている。

・ 短期高等教育レベルの学位については、英語名称では同じassociate's degreeを称するものの
中に、多様なものが存在するが、実態として、そのプログラムは職業志向のものが多くを占める。

30
○ なお、新たな機関の修了者に授与する短期大学士相当の学位については、現行の短期

大学における短期大学士の学位や、高等専門学校における準学士の称号との関係にも留

意しつつ、その在り方を検討する必要がある。

35 （名称）

○ 例えば、「専門職業大学」等の名称が考えられるが、大学体系に位置付き、専門職業人材

の養成を担う実践的な職業教育機関として、相応しい名称を検討する。

40 （対象分野、設置形態、財政措置等）

○ 新たな高等教育機関の対象となる職業分野については、制度として、分野の限定は行わ

ない。職業実践知に基づく教育（技能教育）と学術知に基づく教育の融合による人材養成

の充実について、具体的なニーズが認められる分野が、主に想定されるところであり、職能

団体等と連携した分野別質保証の評価体制をはじめ連携体制の整備について、準備が整

45 った分野から、逐次設置が可能になるものと考えられる。
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○ 既存の大学・短期大学が、実践的な職業教育の専攻を新たに開設し、アカデミックな教育

とより実践的な教育とを共に提供していけるようにすることも、有益と考えられる。既存の大学

・短期大学を設置したまま、当該大学・短期大学の一部の学部や学科を転換させる等によ

5 り、新たな機関を併設することを可能とする必要がある。

なお、学士相当の学位取得に導く課程（修業年限４年の課程）を置く機関については、こ

れへの大学院設置の在り方について、今後、検討を要する。

○ 新たな高等教育機関に対する財政措置については、実践的な職業教育を行い、専門職

10 業人材の養成を担う高等教育機関として相応しい措置の在り方について、検討する必要が

ある。

３. 新たな高等教育機関による人材養成推進のための基盤整備

15 ○ 産業界等との連携体制をはじめ、職業教育全般を支える様々な環境の整備は、新たな高

等教育機関による人材養成を推進していく上でも、重要な基盤となる。制度の設計と併せ、

こうした基盤を如何に形成していくかが、新たな機関の教育の成否に大きくかかわる。

○ ２．（２）②にも記したとおり、産業界・職能団体等とは、多面的な連携体制の構築が必要で

20 ある。とりわけ、評価機関の整備など、専門職業人養成における分野別質保証等の体制構

築に向けては、全国レベルでの組織的な協力を期待したい。また、社会人の学び直しの促

進に当たっては、その学修成果に対する企業内での評価の在り方や、企業等における働き

方の問題なども関わってくるものであり、学び直し環境の整備についても協力を要請したい。

産業界等による職業教育への支援・協力体制の構築に向け、行政レベルでも省庁間の連携

25 を推進する必要があるほか、学び直し等の費用負担の軽減策についても検討を求めたい。

○ このほか、職業に関する生涯にわたる学習を支える基盤として、各職業に必要な段階的

能力とこれを修得するプログラムの可視化等に向けた取組を推進していくことも重要である。


